BI論壇　　TPP交渉参加、日本の最終態度決定について（TPP論点　No.６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　2011年11月8日　　　　　　　　　中川　十郎
　11月1２～１3日のAPEC首脳会議を控えて、国会議員の動きが賛成、反対派入り乱れて烈しくなっている。野田首相は9月の国連総会時のオバマ大統領との会談でTPP交渉参加を確約したようで、形式的には民主党ＴＰＰ・ＰＴ(プロジェクトチーム)での検討を要請している。その結論を基に最終態度は自分で決めるとしている。しかし、最初から結論ありきで、形式的に党内での検討をさせているだけに見える。最初からTPP交渉への参加を決めておき、形式的に検討だけをさせているやり方は問題だ。

　週明けの11月7日からマスメデイア、新聞論調がいっせいにＴＰＰ交渉参加賛成を声高に唱え始めた。野田政権のメデイア対策が伺われる。7日発行の日経ビジネス、週刊ダイヤモンドは多くのページを割いてTPP交渉参加すべしの論調を強めている。8日の日経は一面で、朝日は社説でTPP交渉に参加せねば日本の将来はないとの強硬論調である。これらの論調の根底には十分なTPP交渉情報もなく、また詳細なＴＰＰの調査、その背後にある米国の思惑の分析もない。いたずらに日本がTPPに乗り遅れることは、悔いを千載に残すと表層的な見方で賛成論をぶっている。ここら当たりに日本の低品質のマスメデイアのかっての大本営発表を、そのまま流し続けた太平洋戦争時代を思い出す。殆どのメデイアがいっせいにTPP交渉参加賛成を声高に唱え、政府のスポークスマン的役割りをしている実情は情けない次第だ。野田政権、米倉経団連に全面賛成の様相である。まさに大政翼賛だ。
　2002年秋から2003年春にかけ、私は米コロンビア大学経営大学院客員研究員としてニューヨークに滞在した。この間、米国の殆どのメデイアは朝から晩まで、イラクのフセイン大統領はアルカイダと関係が有る。さらに大量破壊兵器を開発。その上に核兵器も製造していると、特に保守系のフオックステレビが連日、朝から晩までフセイン批判キャンペーンをはり、米国はイラクを先制攻撃すべしとの論調を強めた。パウエル国務長官は国連でCIAが作成したパネルで移動式化学兵器製造装置のプレゼンテーションまで行なった。

　かかる情報操作をされた米国民は3月21日の米国のイラク先制攻撃を熱病的に支持した。

当時の小泉政権はこの米国の情報操作にまんまと引っかかり、ドイツ、フランスが反対する米国のイラク攻撃をまっ先に支持表明した。日本ではそれに関する検証もされていない。
　米国主導のTPP参加に日本が乗り遅れると日本の将来はないとの今回の日本メデイアの一斉報道に、私は当時のイラク攻撃への日本の協力を思いだす。大量破壊兵器もなく、ましてや核兵器も存在しなかったイラクへの先制攻撃で米国を支持した小泉政権同様、今回のTPP交渉参加についても、米国の情報のみに基づき、自分で十分な情報収集、分析、評価もせず、性急に参加を決定する野田政権は米国のイラク攻撃を支持した小泉政権同様、米国の情報操作に操られる幼稚園以下の政権ではないか。今回のTPP参加についても戦略情報音痴の外務省が主導権を握り、かって不法にイラク攻撃を行なった米国の情報操作にまんまとひっかかった二の舞を演じている。無様な外務省よ目をさませと声を大にしたい。
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